
◆ はじめに
　今年も海の月間に合わせて、7 月 16 日から 31 日までの 16 日間「海難ゼロへの願い」
をスローガンに官民の関係者が一体となって、「海の事故ゼロキャンペーン」が実施され、
全国各地で海難防止思想の普及、高揚を図るための各種行事が展開される予定です。
　今回は、この「海の事故ゼロキャンペーン」についてご紹介します。
　
◆ １　「海の事故ゼロキャンペーン」の経緯
　海の事故ゼロキャンペーンの前身である「全国海難防止強調運動」は、昭和 23 年の海
上保安庁が発足当初に、戦後の海難防止体制を確立することを目的として、海難防止業務
の一環として開始された運動であり、現在まで 70 年以上の歴史を有しています。
　運動の開始から 30 数年間は官の主導で、民が協力する体制で運動が続けられましたが、
昭和 61 年度（昭和 59 ～ 60 年度試行）には海運、水産等の海事関係者だけではなく、プ
レジャーボート利用者をはじめとする一般の市民にも海難防止の関心を高め、理解を深め
ていただくことを目的として、官民一体となった組織（中央では全国海難防止強調運動実
行委員会、各地方では海難防止強調運動推進連絡会議）を構築して運動を推進する体制に
移行しました。以後主催を海上保安庁、（公財）海上保安協会および（公社）日本海難防
止協会の三者とし、関係機関および関係団体から後援、協賛をいただいて運動を展開する
現在の体制となりました。
　運動の実施時期については何度かの変遷がありますが、運動開始から平成初期までは、
海難の誘発原因となる台風の襲来時期などに着目し、毎年 9 月などに実施期間を設定して
いました。平成期に入り海洋レジャー活動が広く国民に普及してきた状況を背景として、
平成 8 年度には海洋レジャー活動が活発化する 7 月後半に重点を置き、実施期間を 7 月
16 日から 31 日まで変更して現在に至っています。
　また、「全国海難防止強調運動」という運動名を、広く国民一般がより親しみを感じるも
のとしたいとの趣旨から、平成 29 年度からは運動名を「海の事故ゼロキャンペーン」に
変更して運動を実施しています。
　全国一斉に活動を展開する全国運動とは別に各地方においては、地域的特性に応じた時
期、対象を設定して地方海難防止運動、例えば「霧海難ゼロキャンペーン」（東海地方　4
月～ 7 月）、「台風海難防止強調運動」（南九州地方　6 月）、「居眠り海難防止運動」（瀬戸内海・
宇和海地方　9 月）等を推進しています。
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◆ ２　令和 2 年度 「海の事故ゼロキャンペーン」実施計画の運動方針
　「海の事故ゼロキャンペーン」の実施に当たっては、毎年実施計画を策定して活動を推
進することとしています。実施計画の主要な部分が運動方針であり、内容は重点事項と推
進項目になります。重点事項は、国の交通安全基本計画を踏まえたうえで海難の傾向に着
目して 5 年ごとに策定し、原則 5 年間継続することとしていますが、毎年の海難の状況
とその評価を踏まえて見直しを行い、継続期間中であっても必要に応じて変更、修正を行
います。重点事項に対する具体的な対策を定めたものが推進項目で、こちらも重点事項に
合わせて、5 年ごとに策定し、必要に応じて変更などを行います。
　現在の重点事項は、平成 28 年度策定のものであり、今年度まで継続しますが、今年度
は見直しの結果、平成 30 年 9 月に台風による強風の影響で走錨した船舶が、関西国際空
港連絡橋に衝突する事故が発生し、大きな社会的影響を及ぼした海難に鑑み、重点事項に

「荒天時における走錨等に起因する事故の防止」を追加しています。
　それでは、運動方針をご紹介します。なお、実施計画全文は日本海難防止協会 HP 

（http://www.nikkaibo.or.jp/）に掲載していますのでご参照ください。

（1）重点事項
　　平成 28 年度から令和 2 年度までの重点事項は次のとおりとする。

①　小型船舶の海難防止
②　見張りの徹底および船舶間コミュニケーションの促進
③　ライフジャケットの常時着用など自己救命策の確保
④　荒天時における走錨などに起因する事故の防止　※令和 2 年度から実施

（2）推進項目
　①　「小型船舶の海難防止」に関する推進項目
　　イ　プレジャーボートの発航前などの点検の徹底および適切な見張りの徹底
　　　　プレジャーボートによる船舶事故は全体の約 5 割を占め、特に機関故障海難の

割合が高い傾向にある。
　　　　原因では、機関整備不良によるものが多いことから海洋レジャーシーズンに備え

ての下架後、また、毎発航前などに船体、機関などの点検を行うことの徹底およ
び整備業者などによる定期的な点検整備の推奨を図る。

　　ロ　漁船での適切な見張りの徹底
　　　　漁船による海難は全体の約 3 割を占め、特に衝突海難の割合が高い傾向にある。
　　　　原因では、見張り不十分によるものが顕著に多いことから適切な見張りの徹底を

図る。
　　ハ　荒天時における係留船舶の事故防止
　　　　台風による強風などの影響で、係留小型船舶の流出や浸水などが発生しているこ



とから、早めの係留状況の確認および固縛の強化、陸揚げ保管などの対策の徹底
を図る。

　②　「見張りの徹底および船舶間コミュニケーションの促進」に関する推進項目
　　　貨物船やタンカーなどの大型船舶による海難は衝突海難の割合が高い傾向にあり、

原因では操船不適切によるものが多い。
　　イ　常時適切な見張りの徹底
　　　　相手船の存在を認識しているにも関わらず、不適切な進行により衝突に至る事故

が多いことから、BRM(Bridge Resource Management) の徹底を図るとともに、
船員間にて互いに確認し、常時適切な見張りの徹底を図る。

　　ロ　船舶間コミュニケーションの促進
　　　　次により、早期に船舶間の意思疎通を図り、相手船の動向を把握することで、適

切な操船を行う。
　　　　・早めに相手船にわかりやすい動作をとる。
　　　　・VHF や汽笛信号などを活用する。
　　　　・AIS 情報を活用するとともに、正しい情報を入力する。
　③　「ライフジャケットの常時着用など自己救命策の確保」に関する推進項目　
　　　　海中転落した乗船者の安全を確保するために、①海上に浮く②速やかな救助要請

という 2 点が必要不可欠であることから、プレジャーボート、漁船、遊漁船につ
いて自己救命策（ライフジャケットの常時着用、連絡手段の確保、118 番など緊
急電話番号の普及）確保に関する周知徹底を図る。

　　　　また、船舶職員及び小型船舶操縦者法施行規則の一部改正により、平成 30 年 2
月 1 日から小型船舶に乗船する者への救命胴衣の着用義務範囲が拡大されたこと
も踏まえて、救命胴衣の着用徹底を目指す。

　④　「荒天時における走錨などに起因する事故の防止」に関する推進項目
　　　　走錨などに起因する事故防止のために、船舶の取るべき選択肢などを明らかにし

たガイドラインを活用し、官民が一体となって船上対応や運航管理に関する教育・
啓発活動、教育機関での利用、荷主などへの協力要請などを行い、事故防止に係る
取組の徹底を図る。

◆ おわりに
　「海の事故ゼロキャンペーン」期間中、全国各地でポスターの掲示やリーフレットの配布といっ
た広報・啓発活動は概ね例年どおりの実施を予定していますが、訪船指導や訪問指導を通じて
の安全指導、海難防止講習会や海上安全教室を開催しての安全教育その他種々のイベントの
開催については、今年は新型コロナウイルス感染防止対策の観点から行事にも制約があります。
　しかし、色々と工夫を施し、可能な範囲で海難防止思想の普及、高揚に努力する所存で
すので、何卒ご協力を宜しくお願いします。



 はじめに
　海の事故ゼロキャンペーンは、平成２８年度からは「小型船舶の海難防止」、「見張りの
徹底および船舶間コミュニケーションの促進」および「ライフジャケットの常時着用など
自己救命策の確保」を重点事項に掲げ、官民の関係者が一体となって、推進してきたとこ
ろですが、今年度においては、相次ぐ、走錨に起因する事故を踏まえ、新たに「荒天時に
おける走錨などに起因する事故の防止」が加わりました。
　今回は、当庁がこれまで実施してきました荒天時における走錨などに起因する事故の防
止対策についてご紹介します。

 平成３０年度における対策
　平成３０年９月、台風２１号が非常に強い勢力で我が国に上陸しました。荒天を避けるため
に関西国際空港周辺海域に錨泊していた複数の船舶のうち、タンカーが走錨し、同空港連絡
橋に衝突しました。当庁は１１８番通報を受け、巡視船艇および航空機を投入、民間の船舶
と連携し、乗組員１１人全員を救助しましたが、この事故により船舶交通の安全が阻害され
るとともに、同空港へのアクセスが遮断されるなど、人流・物流に甚大な影響が発生しました。
　このことから、同年１０月、「荒天時の走錨などに起因する事故の再発防止に係る有識者
検討会」を設置し、有識者を交えた再発防止策の検討を開始しました。同年１２月末には、
中間報告が取りまとめられ、「関西国際空港周辺海域における荒天時の走錨などについては、
法規制をもって再発防止にあたるべき」との提言がなされたことを踏まえ、船舶交通の安全
確保の観点から平成３１年１月３１日より同空港周辺海域での法規制の運用を開始しました。
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関西国際空港周辺海域図 関空連絡橋に衝突したタンカー

関西国際空港周辺海域における対策
●平成30年9月の関西連絡橋衝突事故を受け、翌年1月31日より海上交通安全法に基づく新たな規制の運用を開始。
●大型台風の直撃などが予想される場合、関西国際空港から３海里（約 5.5km）の範囲において、原則として船舶
の航行を禁止（罰則あり）



 令和元年度における対策
　また、平成３１年３月に取りまとめられた報告で、「海域を取り巻く環境などを勘案しつつ、
海事関係者および関係地方公共団体などとともに、検討が必要な海域の事故防止対策を進め
ていくべき」との提言を受け、各海域における錨泊実態や地形、海上施設の種別、社会的反
響などを考慮し、平成３１年４月、関西国際空港周辺海域に加え、全国各海域において４０
箇所を重要施設（交通やライフラインなどの断絶、代替手段がないことによる不利益などを
もたらす施設）として選定しました。
　追加選定した重要施設は、関西空港以外の全国にある５つの海上空港（羽田、中部、神戸、
長崎、北九州）のほか、出光北海道シーバース（北海道）や東京湾アクアライン（千葉県）、
志布志国家石油備蓄基地（鹿児島県）などであり、３つのレベルに分け対応策をとることに
しました。
　具体的には、レーダー、AIS（船舶自動識別装置）、カメラなどによる監視体制強化および
無線などによる注意喚起を行う「Ⅰ　監視・指導強化海域」、Ⅰに加えて、強力な指導を行う
海域を設定して巡視船艇による直接指導などにより、重点的に警戒する体制を確保する「Ⅱ　
重点指導海域」、ⅠおよびⅡに加えて、港則法や海上交通安全法による規制を行う「Ⅲ　規
制海域」の３つとなります。

　重要施設周辺海域における対応などについて



　令和元年の台風シーズンにおいて日本に接近し、各海域において錨泊制限などを講じた
台風は全部で８つあり、８月に西日本に上陸した台風１０号来襲時には、同年１月に制度
化した海上交通安全法に基づく、関西国際空港周辺海域における航行制限を初めて実施す
るなどし、結果として、令和元年の台風シーズンにおいて、これら全国４１箇所の重要施
設に対する走錨などに起因する事故は発生せず、一定の効果が認められました。
　一方で、令和元年９月に発生した台風１５号では、これら４１箇所以外の施設に対して
走錨事故が発生したことから、事故防止対策の強化などについて、有識者検討会において
更なる議論が行われ、令和元年１２月、第二次報告書が取りまとめられました。
　報告書では、湾外への避難の推奨や荷役への影響に伴う荷主への協力要請、重要施設の
追加も含めた対策の継続的な検証、走錨事故を防止するためのガイドラインの作成・周知、
施設補強、適切な錨地・錨泊方法の選定に関する支援など、ソフト・ハード両面の対策を
一体的に推進することが重要との提言がなされています。
　これらの提言を踏まえ、当庁は、関係機関と連携し、走錨事故防止のため、船舶を運航
する方（船長、運航管理者など）が考慮すべき事項を取りまとめたガイドライン（指針）
の作成などを行いました。
　ガイドラインは、安全管理体制の確保と危機感を持った事故防止の備えの意識付けの重
要性を示し、「普段」、「台風など接近時」、「台風など避泊時」という３段階の備えを整理
しています。
　具体的には、「台風など接近時」には、錨泊船の総隻数を減少させ、海域自体の安全性
を向上させることが必要なことから湾外避難の推奨などを、「台風など避泊時」においては、
自船の位置などの常時把握、走錨の早期検知、走錨の可能性がある場合の早めの対応など
を求めています。

 おわりに
　昨今、相次ぐ台風の接近・上陸などの影響により、これまで経験したことのない規模の
災害が続発しており、今年度も大型の台風が来襲することが想定されます。
　当庁としましては、荒天時における走錨などに起因する事故を防止するため、有識者検
討会の提言などを踏まえ、引き続き、関係機関・団体と連携し、官民一体となって走錨事
故防止対策を推進していきたいと考えております。
　海の事故ゼロキャンペーンにおいても、本ガイドラインを活用し、官民の関係者が一体
となって事故防止に係る取組を徹底できれば幸いです。



走錨事故防止ガイドライン













コロナ禍における欧州の海事政策動向と英国の状況

ロンドン事務所より

ロンドン事務所長　若林　健一

欧州の海事政策動向
■移動の規制により船員の交代が課題に
　英国ロンドンに本部を構える国際海事機関（IMO）においては、コロナ禍の影響により、
予定していた各委員会や小委員会などが軒並み延期となっています。IMO は創設以来初
となる書面による形式で 3 月 18 日から第 31 回臨時理事会を開催し、医療機器を含む必
需品を世界の人々に届けるために海上運送や船員の能力が重要であるとして、船舶の旗国
や港を有する国に対して円滑な海上交通と運送サービスの利便性を確保し、船員の賃金、
休暇、病休、医療機関の利用、帰国手続などの福利を保障するよう求め、また、検査や証
書の発給、船員資格に対して現実的な対策をとることを支持しました。さらに、IMO は
海運業界からの声を踏まえ、3 月 30 日に文書で各国政府や関係当局に対して、国籍に関
係なく船員などの海事関係者を不可欠な労働者（Key Workers）として指定し、移動や
出入国の制限措置の対象外とすることで寄港地における船員の交代を可能とするよう求め
るとともに、国連に属する他機関に対しても協力を要請しています。
　欧州委員会 (EU の行政執行機関 ) も、船員が帰国できずに船上に取り残される事例が多く
発生したことを踏まえ、こうした乗客や船員の健康の保全と帰国の手配に関するガイドライン 1

を作成し、４月８日に発表しました。欧州委員会はさらに EU 加盟国に対し、遅滞なく船員の交
代ができる港湾を指定し、船員の交替が可能な港湾のネットワークを作るよう要請しています。
　しかし、国際海運会議所 (ICS) および国際海事使用者委員会 (IMEC) が実施した調査
によれば、5 月 15 日までに全世界の船舶で交代を必要とする船員の数は 15 万人に達す
るとされ、ICS や国際運輸労連 (ITF) などの海運関係団体は、ILO や WHO などの国際機
関と連携して、円滑な船員の交替を促進するための 12 段階のロードマップ 2 を作成し、
IMO に提出しています。ロードマップは、交代要員が居住地を出発してから船舶に乗船
するまでの 6 段階の手順 (protocol) と、船員が船舶を離れてから居住地に帰国するまで
の 6 段階に分かれて構成されています。欧州船主協会 (ECSA) および欧州運輸労連 (ETF)
は共同で、EU に対して、このロードマップを EU 全体として一斉に実施するよう欧州委
員会が積極的に EU 加盟国に働きかけることを求める書簡を５月 13 日送付しています。

1　https://ec.europa.eu/transport/sites/transport/files/legislation/c20203100.pdf
2　http://www.imo.org/en/MediaCentre/HotTopics/Documents/COVID%20CL%204204%20
adds/Circular%20Letter%20No.4204-Add.14%20-%20Coronavirus%20(Covid-19)%20
-%20Recommended%20Framework%20Of%20Protocols.pdf



英国の海事政策動向
　英国では、ロックダウンにより人々の移動や外出が大幅に規制されることになったため、
3 月 23 日、英国船主協会や英国鉄道海運労組 (RMT) などは共同で声明を発表し、この前
例のない国家的・国際的な危機において英国の国民や産業のために、食料、医薬品、燃料
などの供給を維持するという物流面での重要な役割を果たす海運業界を支援し、英国の港
湾を起点とする海運活動の維持のために必要な船員を含む様々な職業と技能を保護するこ
とを英国政府に求め、また、将来的にも続くと予想される旅客輸送需要の減少により影響を
受ける船員や業界を救うため、英国政府が中心的役割を果たすべきであるとも訴えました。
　実際に、自家用車や物流トラックの利用によって経営が成り立っている英国と欧州間を
結ぶフェリー事業者各社が、自家用車の利用の激減により職員のレイオフや運休という選
択肢を取りつつあったことから、４月２４日、英国運輸省はフェリー業界などに対する救済
策 3 を発表し、北アイルランドと英国本土を結ぶ 7 航路や英国とフランス、ベルギー、ス
ペイン、オランダ、ドイツ、ノルウェー、スウェーデンの間を結ぶ 22 航路などに対する
財政支援を表明しました。また、物流事業の労働力などを補うためのボランティア、車両、
航空機、船舶からなる「輸送支援ユニット (TSU)」を創設し、急患や医療物資の搬送に充
てるため、TSU に海事沿岸警備庁 (MCA) が保有する 4 機の固定翼機を配備しています。
　さらに同日、英国、アイルランドおよびフランスの運輸担当大臣は、この危機的な状況に
おいても引き続き 3 国間の物流を維持していくため協力関係を強化し、ベスト・プラクティ
スを共有していくとして共同声明を発表し、英国政府はこれに基づき 5 月 18 日、イギリス
海峡、ドーバー海峡、北海および英国・北アイルランド間における 16 航路を運航するフェ
リー事業者６社に対して、食品や医薬品などの重要な物流ルートの確保のため、最大 3500
万ポンド（約 45 億５千万円）の支援を行うと発表しました。
　一方、英国では政府が 2 週間の検疫隔離措置の導入を計画していることに対して、英国
船主協会は、英国の海運業界は約２０万人の労働者を雇用しており、食品、燃料、重要な医
薬品などが引き続き英国に円滑に輸入されるためには、船員と海事労働者が上記検疫措置
の適用除外となることが不可欠であると訴えています。

英国国内における状況
　英国では 3 月上旬までは、他の欧州諸国と比べて感染者数も少なく楽観的なムードも漂っ
ており、政府は国外からの入国者に対して渡航歴に応じて自主隔離を求めるなどのいわゆる

「水際対策」に重きを置いた対応をとっていました。しかし、感染者が増加するに連れ、3 月
中旬には海外への渡航歴の有無にかかわらず発熱や咳が続く場合には自宅待機を求め、家族

3 https://www.gov.uk/government/news/vital-routes-for-supplies-and-people-kept-
open-through-coronavirus-support-package



以外の他人との接触やパブ、映画館
など人が集まる場所の回避、在宅勤
務の実施などの対応を要請し、最終
的には学校を閉鎖し、パブ、レストラ
ン、映画館などを休業させたうえで、
3 月 23 日から外出禁止令（ロックダ
ウン）を罰則付きで発令しました。
　英国も他の欧州諸国と同様に「社
会的距離」を確保することにより感
染拡大のピークを遅らせて医療崩壊
を防ぐという方針をとり、国民が一
致団結してこの難局を乗り越えよう
と努力しています。政府の呼びかけ
により引退した医療従事者や看護学
生なども現場第一線で活動に当たり、
高齢者への生活必需品の配送などの
ボランティアにも数十万人が応募し
ています。毎週木曜日の午後8時には、
国民が自宅のテラスなどから医療従
事者などに感謝を込めて一斉に拍手
を送るイベントが習慣になりました。
　ロックダウンの発令により、生活必需品の買い出し、運動、通院、在宅勤務が不可能な
場合の通勤などに限り外出が許され、生活必需品を扱わない商店はすべて閉店しています。
また、家族を除き、公共の場で６人を超える人数で集まることも禁止されています。外出時
における「社会的距離」の確保は厳格で、他人との距離は 2 メートル以上確保することが
求められており、多くの商店で一度に入店できる人数を限定していることから、買い物客が
2 メートル以上の間隔を空け路上に列を成すという光景は日常的になりました。
　英国でのコロナウィルスによる死者数は 5 月末時点で 3 万８千人を超え、今や欧州で最
多となっており、ジョンソン首相も一時的に集中治療室に入るなど政権中枢においても感
染が広がる状況もみられましたが、4 月上旬をピークに感染者数は減少傾向に転じており、
また、出口戦略を求める声の高まりや経済への深刻な影響が予想されることも踏まえてか、
ジョンソン首相は 5 月 10 日にロックダウンの段階的な緩和策を発表し、6 月 1 日以降に学
校や生活必需品以外を扱う店舗の段階的な再開、無観客でのスポーツイベントの開催など
を目指し、7 月 4 日以降にパブ、レストラン、映画館などの再開を目指すとしていますが、
引き続き社会的距離の確保は継続されることになります。また、現在は実施していない外国
からの入国者に対する２週間の検疫隔離措置も 6 月 8 日から導入されます。

大型店舗に社会的距離を確保しつつ列をなす買い物客の状況



シンガポールの海事・港湾分野における
新型コロナウィルス対応について

シンガポール事務所より

シンガポール事務所長　谷川　仁彦

　例年、夏号では、マラッカ・シンガポール海峡の航行安全などに関する「航行援助施設
基金委員会」の動きを報告してきましたが、本年 4 月開催予定の会議は、新型コロナウィ
ルスの感染拡大による影響で中止となりました。代わりに、シンガポールにおける新型コ
ロナウィルスへの対応について、海事・港湾分野に焦点を当てて報告します。

　シンガポールでは、1 月 23 日、国内初となる新型コロナウィルスの症例が確認されると、
シンガポール政府は、チャンギ空港での発熱者スクリーニングを中国から到着する全便に
拡大し、翌日からは、旅客船ターミナルでもスクリーニングを開始します。さらに 31 日に
は、14 日以内に中国本土への渡航歴を持つすべての新規入国者に対し、入国・トランジッ
トを禁止し（シンガポール国民などには帰国後 14 日間の自宅待機を勧告）、翌 2 月 1 日に
は、過去 14 日以内の中国寄港船舶または中国国内に滞在した船員・乗客が乗船している船
舶に対し、入港 24 時間以上前に、健康問診票の提出を義務付けます。
　こうした動きは、中国寄港船舶の船員交替を制限することにつながり、シンガポールだ
けでなく、香港、台湾、フィリピンなどでも行われた結果、雇用契約終了後も船員が船舶
に残らざるをえない問題が顕著になります。

　その後、2月4日に中国渡航歴などがない国内感染の初症例が確認されたのをかわきりに、
同種事例が複数確認されたことから、7 日、シンガポール政府は、警戒レベルを４段階中
上から２番目のレベルへ引き上げ、大規模イベント開催の抑制、職場での体温測定・在宅
勤務の推奨などの感染予防措置の強化を図ります。シンガポール海事港湾庁（MPA）から
海運業界などに対しても、同様の内容の周知が図られています。

　3 月に入ると、世界各地への感染拡大と、シンガポールで確認される新規感染者の多く
が国外からの入国・帰国者であるという事実を受け、シンガポール政府は、中国以外の国
に対しても、入国・トランジットの禁止（自国民に対しては渡航延期勧告）を拡大してい
きます。3 月13 日には全てのクルーズ船の寄港中止を、3 月 18 日には全ての旅行者に入国・
帰国日から 14 日間の自宅待機措置を、3 月 22 日には全ての国からの短期滞在者の入国禁
止（長期ビザ保有者も医療など関係者以外は入国禁止）を、発表します。
　これらの措置に伴い、中国寄港船舶だけでなく、全ての船舶についてシンガポール港で
の船員交代が禁止となり、また、こうした動きはシンガポール以外の国でも急速に拡大し
ます。さらに、港湾封鎖のみならず、世界的な航空便の運休・減便により、船員を交代可



能な港まで輸送する手段が制約されるなど、船員交替の難しい状況になります（国際海運
会議所などによる最新調査では、5 月 15 日までに全世界の船舶で乗務交代を必要とする船
員の数は150000人に達している）。国際海事機関などからは、国際的な物流サプライチェー
ンを維持するため、船員交替に関する入出国制限の例外措置を適切に認める必要や具体的
な手順などに関する発表がなされています。こうした動きを受け、シンガポールでも、3
月 27 日および 5 月 22 日、MPA より、健康上の問題や雇用契約終了など、船員交替を認
める例外措置とその手順が発表になっています。
　
　シンガポールの国内の状況に話を戻すと、今度は市中感染が拡大したことから、3 月 24
日には娯楽施設の閉鎖やイベントの中止・延期などが、さらに 4 月 3 日にはシンガポール
版のロックダウン措置ともいえるサーキット・ブレイカー（CB）実施が発表され、スーパー
マーケットや医療といった生活必需サービス以外の閉鎖、学校の在宅学習化、社会的な集
まりの禁止などが行われます。これに伴い、海事分野ではシンガポール港内のプレジャー
ボートの活動などが禁止されますが、海運サービスを含む物流サービスは、生活を支える
基幹産業として閉鎖対象から除外されます。

　一方、こうした国境封鎖や活動の制限は、経済全体に大きな影響を及ぼしています（シ
ンガポール貿易産業省の 5 月26 日発表では、2020 年通年の GDP 成長率予測を「前年比 7％
減～ 4％減」へと下方修正。）。このため、シンガポール政府は企業の給与支払い補助など
を内容とする累次に及ぶ経済対策を発表し、海事産業についても 4 月 30 日に MPA が、総
額約 2,700 万シンガポールドルの財政支援策「MARITIME SG TOGETHER PACKAGE」を
発表、5 月 1 日から 12 月 31 日まで、貨物船に 30％の港湾料金を提供（旅客船には 50％
の提供を発表済）、フェリー会社のカウンターレンタルと夜間停泊に対する 50％の払い戻
し、海事産業のキャッシュフローの課題を解消するための柔軟な与信管理措置、海事産業
におけるインターンシップ支援や、船員向けの船員救済パッケージなどが含まれています。

　今後に向けては、5 月 19 日、シンガポール政府から、6 月 1 日までで CB を終了し、そ
の後は３段階のフェーズに分けて段階的に制限を緩和し、活動を再開していく旨の発表が
ありました。ただし、最終的なフェーズでもマスクの着用、ソーシャルディスタンスの保
持などの「ニューノーマル」であるとし、また、出入国の制限緩和に関しては、当該フェー
ズとは別に評価・実施とのことです。

　本稿に関する MPA の詳細な発表資料については、次のサイトをご参照ください。

https://www.mpa.gov.sg/web/portal /home/maritime-singapore/what-
maritime-singapore-offers/covid-19_for_maritime_community
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